
区 民 福 祉 委 員 会 

令和元年９月１９日 

墨田区災害弔慰金の支給等に関する条例の一部を改正する条例（案）新旧対照表 

改  正  案 現     行 
  

 （償還金） 

第１５条 〔略〕 

２ 〔略〕 

３ 償還金の支払猶予、償還免除、報告等、

一時償還及び違約金については、法第１３

条、第１４条第１項及び第１６条並びに令

第８条、第９条及び第１２条の規定による

ものとする。 

 

 

 

   第５章 雑則 

 （支給審査委員会の設置） 

第１６条 区に、災害弔慰金及び災害障害見

舞金の支給に関する事項を調査審議するた

め、墨田区災害弔慰金等支給審査委員会を

置く。 

２ 墨田区災害弔慰金等支給審査委員会の委

員は、医師、弁護士その他区長が必要と認

める者のうちから、区長が任命する。 

３ 前項に定めるもののほか、墨田区災害弔 

 慰金等支給審査委員会に関し必要な事項は、

区長が定める。 

 （委任） 

第１７条 この条例の施行について必要な事

項は、規則で定める。 

 〔同左〕 

第１５条 〔略〕 

２ 〔略〕 

３ 償還免除、一時償還、違約金及び償還金

の支払猶予については、法第１３条第１項

及び令第８条から第１１条までの規定によ

るものとする。 

 

 （委任） 

第１６条 この条例の施行について必要な事

項は、規則で定める。 

   〔新設〕 

     

   付 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 



※災害弔慰金の支給等に関する法律の一部改正 

改  正  後 改  正  前 
  
目次 

 第１章～第３章 〔略〕 

 第４章 災害援護資金の貸付け（第１０条

－第１７条） 

 第５章 雑則（第１８条・第１９条） 

 附則 

 （都道府県の貸付け） 

第１１条 都道府県は、市町村（地方自治法

（昭和２２年法律第６７号）第２５２条の

１９第１項の指定都市（以下「指定都市」

という。）を除く。第１３条第１項、第１

４条第１項、第１６条、第１８条及び附則

第２条第１項を除き、以下同じ。）が災害

援護資金の貸付けの財源として必要とする

金額に相当する金額を、延滞の場合を除き 

 無利子で、市町村に貸し付けるものとする。

２ 〔略〕 

 （償還金の支払猶予） 

第１３条 市町村は、災害その他政令で定め

るやむを得ない理由により、災害援護資金

の貸付けを受けた者が支払期日に償還金を

支払うことが著しく困難になったと認めら

れるときは、償還金の支払を猶予すること

ができる。ただし、災害援護資金の貸付け

を受けた者が、第１６条の規定により報告

を求められて、正当な理由がなく報告をせ

ず、又は虚偽の報告をしたときは、この限

りでない。 

２ 前項の規定により償還金の支払が猶予さ

れたときは、災害援護資金の利子の計算に

ついては、当該償還金の支払によって償還

されるべきであつた災害援護資金は、猶予

前の支払期日に償還されたものとみなす。 

 （償還免除） 

第１４条 市町村は、災害援護資金の貸付け

を受けた者が死亡したとき、精神若しくは

目次 

 第１章～第３章 〔略〕 

 第４章 災害援護資金の貸付け（第１０条

－第１５条） 

 〔新設〕 

 附則 

 〔同左〕 

第１１条 都道府県は、市町村（地方自治法

（昭和２２年法律第６７号）第２５２条の

１９第１項の指定都市（以下「指定都市」 

 という。）を除く。第１３条第１項を除き、

 以下同じ。）が災害援護資金の貸付けの財 

 源として必要とする金額に相当する金額を、

 延滞の場合を除き無利子で、市町村に貸し

付けるものとする。 

 

２ 〔略〕 

 

〔新設〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 〔同左〕 

第１３条 市町村は、災害援護資金の貸付け

を受けた者が死亡したとき、又は精神若し



身体に著しい障害を受けたため災害援護資

金を償還することができなくなったと認め

られるとき又は破産手続開始の決定若しく

は再生手続開始の決定を受けたときは、当

該災害援護資金の償還未済額の全部又は一 

 部の償還を免除することができる。ただし、

 次の各号のいずれかに該当するときは、こ

の限りでない。 

 ⑴ 災害援護資金の貸付けを受けた者が、 

  第１６条の規定により報告を求められて、

  正当な理由がなく報告をせず、又は虚偽

の報告をしたとき。 

 ⑵ 災害援護資金の貸付けを受けた者の保

証人が、当該災害援護資金の償還未済額

を償還することができると認められると

き。 

２・３ 〔略〕 

 （貸付金の償還方法） 

第１５条 市町村は、都道府県からの貸付金

の償還期間の終期前１年までの間は、災害

援護資金の償還を受けたときに、政令の定

めるところにより、償還を受けた金額（利

子及び延滞利子に係る金額を除く。第３項

において同じ。）に相当する金額を都道府

県に償還するものとする。 

２・３ 〔略〕 

 （報告等） 

第１６条 市町村は、この法律の規定により、

 償還金の支払を猶予し、又は災害援護資金

の償還未済額の全部若しくは一部の償還を

免除するか否かを判断するために必要があ

ると認めるときは、災害援護資金の貸付け

を受けた者又はその保証人の収入又は資産

の状況について、災害援護資金の貸付けを 

 受けた者若しくはその保証人に報告を求め、

 又は官公署に対し必要な文書の閲覧若しく

は資料の提供を求めることができる。 

 （政令への委任） 

くは身体に著しい障害を受けたため災害援

護資金を償還することができなくなったと

認められるときは、当該災害援護資金の償

還未済額の全部又は一部の償還を免除する

ことができる。ただし、政令で定める場合

は、この限りでない。 

 

 

   〔新設〕 

 

 

 

   〔新設〕 

 

 

 

２・３ 〔略〕 

 〔同左〕 

第１４条 〔同左〕 

 

 

 

 

 

 

２・３ 〔略〕 

 

〔新設〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 〔同左〕 



第１７条 第１０条から前条までに規定する

もののほか、災害援護資金の貸付方法、貸

付条件その他災害援護資金の貸付け（これ

に係る都道府県及び国の貸付金の貸付けを

含む。）に関し必要な事項は、政令で定め

る。 

   第５章 雑則 

 （市町村における合議制の機関） 

第１８条 市町村は、災害弔慰金及び災害障

害見舞金の支給に関する事項を調査審議す

るため、条例の定めるところにより、審議

会その他の合議制の機関を置くよう努める

ものとする。 

 （制度の周知徹底） 

第１９条 国は、災害弔慰金及び災害障害見

舞金の支給並びに災害援護資金の貸付けの

申請の機会が確保されるよう、災害弔慰金

及び災害障害見舞金の支給並びに災害援護

資金の貸付けに関する制度の周知徹底を図

るものとする。 

第１５条 〔同左〕 

 

 

 

 

 

   〔新設〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

【施行期日】令和元年８月１日 

 

※災害弔慰金の支給等に関する法律施行令の一部改正 

改  正  後 改  正  前 
  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （償還金の支払猶予） 

第１０条 市町村は、災害、盗難、疾病、負

傷その他やむを得ない理由により、災害援

護資金の貸付けを受けた者が支払期日に償

還金を支払うことが著しく困難になったと

認められるときは、第７条第２項の規定に

かかわらず、償還金の支払を猶予すること

ができる。 

２ 前項の規定により償還金の支払が猶予さ

れたときは、災害援護資金の利子の計算に

ついては、その償還金の支払によって償還

されるべきであつた貸付金は、猶予前の支

払期日に償還されたものとみなす。 



 

 

 

 

 

 

 

 （都道府県の貸付金の償還期間） 

第１０条 法第１１条第２項に規定する償還

期間は、１１年とする。 

 （国の貸付金の償還期間） 

第１１条 法第１２条第２項に規定する償還

期間は、１２年（指定都市に対する貸付金

にあっては、１１年）とする。 

 （償還金の支払猶予） 

第１２条 法第１３条第１項の政令で定める

やむを得ない理由は、盗難、疾病、負傷そ

の他市町村がやむを得ないと認める事情が

あることとする。 

 （法第１５条の規定による貸付金の償還方

法) 

第１３条 法第１５条の規定による貸付金の

償還は、毎年度４月１日から９月３０日ま

での間に償還を受けた金額については、当

該年度の３月３１日までに、毎年度１０月

１日から３月３１日までの間に償還を受け

た金額については、翌年度の９月３０日ま

でに、それぞれその期間ごとにとりまとめ

て行うものとする。 

   附 則 〔略〕 

 （法第１３条第１項ただし書に規定する政

令で定める場合） 

第１１条 法第１３条第１項ただし書に規定

する政令で定める場合は、災害援護資金の

貸付けを受けた者の保証人が当該災害援護

資金の償還未済額を償還することができる

と認められる場合とする。 

 〔同左〕 

第１２条 〔同左〕 

 

 〔同左〕 

第１３条 〔同左〕 

 

 

 

〔新設〕 

 

 

 

 （法第１４条の規定による貸付金の償還方

法) 

第１４条 法第１４条の規定による貸付金の

償還は、毎年度４月１日から９月３０日ま

での間に償還を受けた金額については、当

該年度の３月３１日までに、毎年度１０月

１日から３月３１日までの間に償還を受け

た金額については、翌年度の９月３０日ま

でに、それぞれその期間ごとにとりまとめ

て行うものとする。 

   附 則 〔略〕   

【施行期日】令和元年８月１日 


